
施策名

施策に対する
基本的考え方

基本事業名

長期総合計画に
おける方向性

令和６年度 令和５年度

敬老大会事業

市と社会福祉協議会の共催によ
り、年1回老人週間中の事業と
して生涯学習センターで敬老大
会を開催する。

338 278 60 121.6

令和６年９月２１日に生涯学習
センターにおいて、いきいき長
寿大会（敬老大会）を実施し
た。

福祉総務課

老人クラブ支
援事業

①社会奉仕活動、健康を進める
活動、生きがいを高める活動、
その他の社会活動
②老人クラブに対する指導事業
及び高齢者の幅広い社会活動促
進のための諸事業

7,060 7,322 ▲ 262 96.4

２０の単位老人クラブ及び東久
留米市シニアクラブ連合会が行
う各種活動に対して助成を行
い、活動の一層の促進を図っ
た。

福祉総務課

生きがい健康
の会事業

当該団体が実施する①市民
フォーラム及び広報活動②ボラ
ンティア活動及び文化伝承活動
③スポーツ及びレクリエーショ
ン活動④生産・創造活動⑤ス
ポーツサークル等の育成⑥高齢
者教養講座⑦高齢者指導者の活
用事業、等の活動に補助を行
う。

619 800 ▲ 181 77.4
高齢者スポーツ、レクリエー
ション、健康増進活動等の事業
補助を行った。

福祉総務課

地区センター
管理運営事業

令和３年度から令和７年度まで
地域センター内３地区センター
は株式会社セイウンが指定管理
者として、単独地区センターは
社会福祉協議会が指定管理者と
して管理運営を行う。

75,000 72,487 2,513 103.5

指定管理者による管理運営にあ
たり、定期的に市との協議を継
続して改善を図った。年間の利
用者は延べ71,310人。

福祉総務課

令和６年度の取組み 所管課事務事業名 事業概要
事業費（千円） 増減額

（千円）
前年度比
（％）

令和７年度施策報告書（令和６年度振り返り）

高齢者がいきいきと暮らせる地域づくり

高齢者が住み慣れた地域で、健康的な生活を送ることができるよう支援するとともに、就労等の社会参加
や地域活動に参画できる仕組みづくりを進め、高齢者がいきいきと暮らせる地域づくりを推進する。

交流の場と安全の確保

・公的サービスと地域団体など関係機関による地域福祉活動を促進し、地域の結びつきの強化を図る。
・高齢者が社会活動や地域活動に参加できる仕組みづくりや活動支援を行う。
・関係機関との連携を強化し、日常の見守りや災害時に支援ができるネットワークを形成し、地域全体で高齢者や要援
護者を支える体制を推進する。



基本事業名

長期総合計画に
おける方向性

令和６年度 令和５年度

ひとりぐらし
高齢者住宅手
当助成事業

申請による適合者に、年3回
（7，11，3月）の手当支給を
する。

1,372 1,313 59 104.5
37人に住宅手当の支給を行っ
た。

福祉総務課

高齢者優良賃
貸住宅家賃助
成事業

高齢者向け優良賃貸住宅として
認定を受けた、こもれび滝山公
園(5戸)、リベーレほんむら(19
戸)に対する家賃補助。

4,975 5,675 ▲ 700 87.7
20戸に対し、家賃減額補助を
行うことで、高齢者の居住安定
を確保した。

福祉総務課

高齢者訪問理
美容助成事業

理美容組合と業務協定を結んだ
うえで、申請により年4回利用
の券を交付し、在宅で介護を受
けている方に対し自宅訪問のう
え理美容を行う。

98 110 ▲ 12 89.1 37人に利用券を交付した。 福祉総務課

シルバーピア
管理事業

生活協力員を配置し、団らん室
の管理、居住者の安否確認を行
う。

22,280 22,001 279 101.3

まえさわ（17戸）、柳窪（19
戸）、大門（67戸）、幸（46
戸）、中央さくら（28戸）、
中央すみれ（22戸）、南町
（40戸）の入居世帯に対する
生活協力員への業務委託や生活
協力員の居住室使用料助成等を
行った。

福祉総務課

救急通報シス
テム事業

申請による適合者に消防庁と連
動の通報機器を貸与し、緊急時
に救急隊が自宅に急行し安否確
認をする。

20 16 4 125.0
9名に対し救急通報システムの
通報機器を貸与し、見守りを
行った。

福祉総務課

ミニデイホー
ム支援事業
（社会福祉協
議会補助金）

社会福祉協議会が実施するミニ
デイホーム支援事業に対し、そ
の経費の一部を補助する。財源
は、東京都高齢者施策推進区市
町村包括補助事業に基づき、実
績額の２分の１が補助される。

400 276 124 144.9

ミニデイホーム支援事業の経費
の一部を補助することにより高
齢者等が生きがいづくり及び閉
じこもり防止のため継続的に集
う活動の支援を図った。コロナ
禍に活動自粛していた団体が
徐々に活動を再開したことによ
り事業費増となった。

介護福祉課

在宅介護支援
センター運営
事業

在宅の要援護となるおそれのあ
る高齢者又はその家族からの在
宅介護等に関する総合的な相談
に応じ、ニーズに対応した各種
サービスが総合的に受けられる
よう、関係機関等と連絡調整を
図りながら、地域トータルケア
サービスを充実させる。

2,195 4,390 ▲ 2,195 50.0

老人福祉法に基づく在宅介護支
援センターは令和６年９月末に
廃止とし、１０月より介護保健
法に基づく地域包括支援セン
ター(ブランチ)へ移行した。令
和６年度にて事業は終了。

介護福祉課

自立生活への支援

・国が示す2040年（令和22年）を見据えた、包括的な支援体制の構築等の社会福祉基盤の整備に合わせて、介護保
険制度に基づく地域包括ケアシステムの推進や地域づくり等を一体的に取り組むことにより、地域共生社会の実現をめ
ざしていく。
・介護予防、認知症予防においては、常に新しい概念や方針が示されるなかで、PDCAサイクルに沿って事業を検討し
進める。
・地域包括ケアシステムの拠点となる地域包括支援センターをはじめ、地域住民や事業者等の関係機関、民間企業など
と連携して、事業の継続性に配慮したサービス体系の構築を図る。

事務事業名 事業概要
事業費（千円） 増減額

（千円）
前年度比
（％）

令和６年度の取組み 所管課



介護人材育成
研修事業

介護の仕事における基礎知識の
研修を行い、その後、市内介護
事業所との就職相談会を実施す
ることで、雇用に結び付け、地
域包括ケアシステムの中の互助
を担う住民等を発掘育成し、介
護人材を増やす。財源は、東京
都区市町村介護人材緊急確保対
策事業費補助金に基づき、実績
額の４分の３が補助される。

1,607 1,704 ▲ 97 94.3

年2クール（各クール：定員30
名、7日間／21時間）の入門的
研修及び市内介護事業所との就
職相談会（各クール1回）、年
1回フォローアップ研修を実施
した。

介護福祉課

高齢者自立支
援事業（給付
費）

市地域包括支援センターにおい
て、福祉用具及び住宅改修が必
要とされた場合に給付する。財
源は、東京都高齢者施策推進区
市町村包括補助事業に基づき、
実績額の２分の１が東京都から
補助される。

990 530 460 186.8
高齢者の居住する住宅改修費を
給付（5人）することで、自立
した生活の確保を図った。

介護福祉課

高齢者生活支
援事業

年齢がおおむね６５歳以上で、
加齢、虚弱若しくは傷病又は社
会的な要因等により日常生活を
営むのに支障がある者のうち、
配食方式により、食事を提供
し、安否確認する事業。財源
は、東京都高齢者施策推進区市
町村包括補助事業に基づき、実
績額の２分の1が補助される。

4,103 5,301 ▲ 1,198 77.4

年間延べ食数6,617食、延べ利
用者数902人独居及び高齢者の
み世帯の食の確保と安否確認を
行うことで不安の解消へとつな
がった。

介護福祉課

紙おむつ等助
成事業（給付
費）

介護保険地域支援事業における
任意事業の「家族介護支援事
業」のうち介護用品（紙おむ
つ）の支給に係る事業であり、
対象者に対して月額5,000円を
支給。

5,095 5,025 70 101.4

紙おむつ等購入費を助成（96
人）することで、高齢者の保健
衛生の向上及び介護にあたる家
族の負担軽減を図った。

介護福祉課

介護予防・生
活支援サービ
ス事業

【訪問型サービス】総合事業型
予防訪問介護、支援強化型訪問
介護、支えあい訪問介護 
【通所型サービス】総合事業型
予防通所介護、支援強化型通所
介護、支えあい通所介護

320,115 297,862 22,253 107.5

事業対象者、要支援者が利用で
きる左記のサービスについて、
介護予防プランを作成し、介護
予防・自立支援につながるよう
支援した。また、予防効果の高
い支援強化型サービスの周知を
図った。

介護福祉課

包括的支援事
業・任意事業

総合相談事業の実施、権利擁護
事業の実施、包括的・継続的ケ
アマネジメントの実施、介護予
防・生活支援サービスの提供方
法の構築、ケアプラン点検の実
施、認知症高齢者に関する総合
的な支援事業の実施

198,619 168,936 29,683 117.6

地域包括支援センターの設置数
3か所、延べ相談件数17,796
件、高齢者が相談を受けること
で、高齢者虐待の防止や各種機
関や制度利用につながり必要な
支援を受けることができた。ま
た、ケアマネジャーをはじめと
した関係機関との連携により
ネットワークの構築を図った。

介護福祉課



一般介護予防
事業

介護予防に関する基本的な知識
を普及啓発するためのパンフ
レット等の作成及び配布、有識
者等による講演会や相談会等の
開催、住民主体の通いの場への
栄養指導、運動指導、一般介護
予防教室の開催

15,601 14,505 1,096 107.6

事業開催数168回、高齢者が介
護予防に関する知識を習得し、
自主グループの等の活動に参加
することで閉じこもり予防や高
齢者が生きがいを持って生活す
ることにつながった。

介護福祉課

基本事業名

長期総合計画に
おける方向性

令和６年度 令和５年度

グループホー
ム等第三者評
価受審支援事
業

東京都における福祉サービス第
三者評価の指針に基づく福祉
サービス第三者評価を受審する
認知症高齢者グループホームに
対し、東京都地域福祉推進区市
町村包括補助事業に基づき、受
審費用の実績額の10分の10を
補助。

2,426 1,000 1,426 242.6

認知症高齢者グループホーム６
か所に補助することで、サービ
スの質の向上に向けた取り組み
を促した。

介護福祉課

虐待事例検討
会事業

高齢者虐待ケースの事例検討を
通して、専門家より指導を受
け、関係者の対応力向上を図
る。介護福祉課職員と地域包括
支援センター職員及び在宅介護
支援センター職員等が参加す
る。財源は、東京都高齢者施策
推進区市町村包括補助事業に基
づき、実績額の2分の1が補助
される。

96 96 0 100.0

虐待等事例検討会を年4回（7
月・10月・12月・3月）に実
施し、高齢者虐待に対する職員
等のスキルアップを図った。

介護福祉課

介護保険利用
者負担軽減事
業

国・都制度の利用者負担軽減措
置で、軽減主体は都及び事業所
所在地の市に軽減をする旨の申
出を行った社会福祉法人等が運
営するサービス提供事業者で、
実施主体は市。社会福祉法人等
が実施した利用者負担の軽減に
対し、その費用の一部を国・
都・市で負担する事業。

336 434 ▲ 98 77.4

低所得で生計が困難である者の
利用者負担を軽減することで、
介護保険サービスの利用維持を
図った。令和6年度は、3事業
者（軽減認定者４名）に補助し
た。

介護福祉課

介護保険制度の運営

・国が示す2025年（令和7年）及び2040年（令和22年）を見据えた、地域の状況に応じた介護サービス基盤（地域
密着型サービスや居宅サービスなど）の整備及び地域の高齢者介護を支える人的基盤の確保に留意し、将来に向かって
持続可能な介護保険制度の運営に努める。
・地域包括ケアシステムの推進に向けては、「支える側」と「支えられる側」という画一的な関係性に陥らず、地域住
民を発掘、育成するなど介護人材のすそ野を広げる取り組みに努めつつ、世代を超えて住民が支え合う地域づくりを進
める。
・地域包括支援センターについては、将来にわたり各センターのサービスの平準化が維持され、高度化する高齢者を巡
る課題に対応し得る体制を構築していく。
・在宅における医療と介護の連携の充実を図るとともに、利用者及び家族介護者の双方の自立と健康の保持、重度化の
抑制につながるよう、適切なケアマネジメントに基づくサービス提供に努める。

事務事業名 事業概要
事業費（千円） 増減額

（千円）
前年度比
（％）

令和６年度の取組み 所管課



特別養護老人
ホーム土地借
上げ事業

市が特別養護老人ホーム「シャ
ローム東久留米」を誘導するた
め、有料老人ホームを経営する
株式会社グッドタイムホームが
その建設用地と駐車場用地に５
０年（２０４０年１２月まで）
の地上権を設定し、それらを市
が借り上げて地代を支払う。

17,693 17,218 475 102.8

特別養護老人ホーム１か所の敷
地を借り上げることで、在宅介
護が困難な高齢者が安心して身
近な地域で暮らせる場を確保し
た。

介護福祉課

養護老人ホー
ム措置事業

身体上、精神上又は環境上の理
由と経済的事情により、居宅で
生活することが困難な高齢者を
養護老人ホーム等に入所措置及
び在宅措置により必要なサービ
ス提供を行う事業。

20,582 19,029 1,553 108.2
令和6年度新規措置者１名、廃
止者2名。措置が必要な事案に
ついて、迅速に対応できた。

介護福祉課

グループホー
ム施設等借上
げ事業

東久留米市デイサービスセン
ターの施設運営事業に使用する
目的で、市と所有者が建物の賃
貸契約を締結。

5,089 5,089 0 100.0

デイサービスセンター１か所の
建物及び駐車場用地を借り上げ
ることで、高齢者が安心して通
所できる場を確保した。

介護福祉課

介護保険資格
管理・介護保
険料賦課事業

介護保険の資格管理及び介護保
険料の賦課

7,984 7,266 718 109.9

介護保険の第一号被保険者
（65歳以上）の資格管理を行
い、第一号保険料の賦課を実施
した。第1号被保険者数は期首
において33,707人であったの
に対し、期末においては
33,736人と、やや増加傾向で
推移している。

介護福祉課

介護保険運営
事業（特別会
計一般管理
費）

介護保険事務を遅滞なく円滑に
遂行するための、庶務汎用的な
業務、介護保険運営協議会の開
催、高齢者福祉計画・介護保険
事業計画の策定等の事業。（特
別会計の一般管理費関係）

6,330 10,703 ▲ 4,373 59.1
6年度中の介護保険運営協議会
は5回開催した。

介護福祉課

介護保険認定
審査事業（認
定審査会費・
認定調査費）

申請書を提出した方の認定調
査、主治医意見書の書類を取り
寄せ、それを基に要介護認定を
行う。審査を行う合議体を8つ
設置し、申請件数に対応するた
め、審査会の回数や1回当たり
の審査件数を調整して結果判定
を行っている。

125,715 114,773 10,942 109.5

認定審査会を157回、全体会を
１回開催した。令和６年度は、
認定調査業務において認定調査
員支援システムを導入し業務の
効率化及び質の向上を図った。

介護福祉課

介護保険給付
事業

保険給付費の国保連への支払
（介護サービス等諸費、介護予
防サービス等諸費、審査支払手
数料、高額介護サービス等諸
費、特定入所者介護サービス費
等、高額医療合算介護サービス
等諸費）のほか、高額介護サー
ビス費や福祉用具購入、介護住
宅改修に係る保険給付を実施す
る。

10,253,828 9,627,618 626,210 106.5

令和6年3月サービス受給者数
は次の通りであった。居宅（予
防）サービス:4,411人（前年度
同月比127人増）・地域密着型
（予防）サービス：821人
（77人増）・施設サービス：
812人（14人減）

介護福祉課



介護サービス
事業者協議会
支援事業

協議会には4つの部会（通所施
設、介護支援専門員、ホームヘ
ルパー、訪問看護）が組織さ
れ、制度改正等に伴う情報交換
や諸課題を討議する。市が実施
する集団指導の場としても共催
するなど連携している。

0 0 0 -

部会を24回開催した。また、
11月9日には、介護の日のイベ
ントとして介護の無料相談会や
介護施設の紹介等を行った。

介護福祉課


